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最低生活費 WGの経過報告 

                   日本女子大学 岩田正美 

1 最低生活費 WGの経過 

○最低生活費 WG＊は、おもに実態生活費（家計調査）によるアプローチと、合

意基準または合意形成方式による理論生活費アプローチの２つの可能性を検討

している。７月までに、(1)岩田らが現在文科省科研費で行っている家計調査結

果に基づく実態生活費アプローチによる最低生活費試算、(2)１９５０年代の実

態生活費アプローチによる分析の検討、(3)慶応義塾大学で行われた調査票ベー

スの合意方式による分析、(4)社会保障研究所で行われた 2003年保護課家計簿・

生計簿調査分析の検討を行う。 

 

○ 本年８月には、英国ラフバラ大学の MIS(Minimum Income Standard)を作成し

ているチームの一人を招聘し、３日間のトレーニングを受ける。その後で、

日本での MISアプローチの可能性を検討する。 

 

＊この WGは、岩田の他、阿部彩、埋橋隆文、重川純子、山田篤祐 岩永理恵の６名で構成さ

れている。 

 

２ 実態生活費アプローチの試算例（若年単身世帯） 

 

○１の(1)による家計調査結果＊＊に基づく実態生活費アプローチによって、若

年単身世帯（首都圏在住）の最低生活費の試算を行った。これはあくまで現段

階のパイロット・スタディとしての調査結果に基づく試算例である。 

＊＊この調査は、科学研究費補助金による『「流動社会」における生活最低限の実証的研究』

の一環として行われた。以下の試算は、村上英吾、松本一郎、岩永理恵、鳥山まどかとの共

同作業で行った。 

○データ：2008年 11月調査 2008.若年単身世帯５０（４７） 

     2009年 6月東京チャレンジネット利用者３４（２４） 

     括弧内が有効票７１ 

１ヶ月家計調査、および生活状況調査。ワーキングプアなどを対象とする相談

機関、社会団体などを介して呼びかけ、それに応じた単身者対象。 

男性が 48（67.6％）、女性が 23（32.4％）。年代別に見ると、20歳代が約半数の

34（47.9％）、30歳代が 22（31.0％）、40歳代が 14（17.9％）、無回答が 1（1.4％）

であった。「収入のある仕事をしている」が 64（90.1％）、「していない」が 7（9.9％）、

うち仕事を探しているのが 4であった。仕事をしている場合の雇用形態は、「正

規職員・正社員」16（25.0％）、非正社員は 46（71.8％）であった。非正規の内

容は「臨時・パート・アルバイト」19（29.7％）、「派遣社員」13（20.3％）「契
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約社員・嘱託」9（10.9％）、「日雇派遣」3（4.7％）「日雇」2（3.1％）であっ

た。 

 

○算定の方法と手順 

 

①中心となる用語の定義 

 ★調整可処分所得（可処分所得 B）： 

 通常の生活では、毎月の収入だけでなく、ある程度長期の収入見込みや借  

 金返済などを視野に入れて家計運営を行うが、１ヶ月の家計調査はこの点  

 で限界がある。これをできるだけ調整するために、 

 可処分所得＋実収入外収入−実支出外支出＝調整可処分所得（可処分所得 

  B）とする。 

★ 住宅費と光熱水費を合計したものを生活基盤費と名付ける。以下に述べ  

るように、単身者の生活はこの基盤費が基礎となっている。 

 

★ 家賃を親や会社から補助されている場合やルームシェアの世帯が存在

している。この影響を排除するために 

調整可処分所得（可処分所得 B）—生活基盤費＝可処分所得 C 

  消費支出—生活基盤費＝消費支出 Bとする。 

★変動係数 

   家計費目グループ毎にその散らばりをみるために変動係数＝標準偏差÷  

   平均値を用いる。 

 

 

②７１世帯のうち、最低生活算定の根拠となる生活構造の確認のため、モデル

としての自立賃貸層を抽出する。モデル世帯には以下を除く。  

 ・親からの家賃補助やルームシェア、労働住宅居住者。 

  ・食費が 2万円以下または 10万円以上 

  ・住居費 3万円以下 

  ・交通費 10万円以上（該当者なし） 

  ・その他の支出が 5万円以上は除外 

  ・可処分所得 Cが 40万円以上は除外 

 → モデルとなる世帯は４１ 

 

③モデル世帯の可処分所得 Bと消費支出の関係 

 モデル世帯の消費支出は、所得階層の高低にかかわらず、上下の分布になっ

ており、約 175,000 円を境に消費支出水準の低いグループと高いグループに分

かれる。（図１） 
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 図１ 調整可処分所得階層と消費支出 

 

 この高消費グループと低消費グループの支出項目ごとの平均値を算出すると、

表 1 のようになる。まず、「B 住居」および「C_光熱・水道」は他の項目に比較

すると差が小さく、平均レベルで住居費が５万円台、光熱水費は５千円から７

千円の幅に収まっている。この賃貸自立層の住居は１Kないしはワンルームで 

専用の台所、トイレ、風呂付きが典型であるが、そのような住宅の相場家賃が、

ロケーションの違いによる差異はあるが、ある程度固定的であると考えること

ができる。また光熱水費は、公共料金として、その基礎料金が定められており、

その調整幅は大きくない。そこで、むしろ生活費の調整は食費を含めた他の項

目によって行われているとみることができる。 
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表１ 賃貸自立層の消費構造（１） 

 

これを、図２でわかりやすく示すと、住居費＋光熱・水道費の「生活基盤費」

は、平均値で 53,159＋6,059＝59,218 円。これを基礎としながら、それ以外の

費目によって相当な開きの構造となっていると推測できる。１７万円未満層は、

生活基盤費プラス７万４千円程度の他の支出があるのに対して、１７万以上層

では、その倍の１４万５千円程度の他の支出になっている。 

 

 図２ 賃貸自立層の消費構造（２） 

 

 

 

生活基盤以外の消費費目の中にも、それぞれ限界的なレベルがあるであろうが、

生活様式の相違や趣味嗜好の差なども反映されている。そこで、生活基盤費以
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外の消費支出全体として、どの程度のレベルに最低限界を見いだせばよいかを

考えることが重要である。 

 

④ この課題のために、生活基盤費を除いた消費支出 B のレベルが、同じく生

活基盤比を除いた可処分所得 Cの階層別にどのように変化するかをみてみよう。

ここでは、住居費の影響を排除しているので、賃貸自立層以外の世帯も含めて

ケース数を増やし、収入の記入漏れが疑われる可処分所得 C がマイナスケース

を除く６６ケースを対象としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 可処分所得 C階層と消費支出 B、および黒字額 

 

 

 図３で見るように、消費支出 Bは、可処分所得 C階層の１５−２０万層で「抵

抗」が生じており、１０−１５万円層でやや支出が膨らんでいるが、抵抗水準は

５−１５万層まで続いている。ここで「抵抗」というのは、所得の低下にも関わ

らず一定の生活水準維持が試みられていることを示し、すなわち、これを最低

限と見なすことが可能である。今５〜１５万円の消費支出 B の平均額 104,790

円を補助線（点線）で引いてみると、抵抗線はこの点線上にあることがわかる。

また 10−15 万円未満層は最も数が多く、ここでほぼ収支が一致しているので、

この水準を最低限界と見なすことも可能である。ななお、調整済み可処分所得

概念では、本来は赤字とならないはずであるが、この家計調査では手持ち現金

まで厳密に記入を求めていないこともあり、これを特に修正しないで用いてい

る。その意味では赤字黒字分岐点を採用するには問題があるかもしれない。そ

こで、調整前の可処分所得で、赤字黒字分岐点と考えられる消費水準を求める

と、図 4 のように、5-10 万円層と 10-15 万円層で分岐が生じており、この単純

平均を取ると、９８、４８２円となる。 
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表２ 可処分所得 C階層と消費支出 B、黒字額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 可処分所得 C階層別消費支出 Bの構造 

 

   図４ 可処分所得と消費支出 Bによる黒字額 

 

 

⑤ 以上から、今回データの範囲での試算としては、若年単身者の最低生活費を

次のように考えることができよう。 
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★ 5-20万円の消費支出 Bの平均額 106,327円（補助線）を採用した場合 

 生活基盤費 59,218円＋106,327円＝消費支出 165,545円＋税・社会保険料 

 

★調整前可処分所得による黒字赤字分岐点を採用した場合 

生活基盤費 59,218円＋98,482円＝消費支出 157,700＋税・社会保険料 

 

 

ただし、この数値それ自体については、あくまで今回調査の試算の範囲内のこ

とであり、今後より大きな調査によって確かめられる必要がある。 

 

⑥地域的展開 

地域差は、生活基盤費に最も高く出ると考えられるので、地域ごとの展開は、 

★（地域ごとの生活基盤費）＋上記消費支出 B＋税・社会保険料 となる。 

ただし、消費支出 Bのレベルの地域差について、更なる検討が必要である。 

 


